
〜業務の質と職員の負担軽減の両立をめざして〜

　RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）とは、
定型作業をコンピュータが代行・代替する技術のこと。
データの入力や加工、統計処理などの作業を自動化する
ことで、ホワイトカラーの負担を大幅に軽減する技術で
あり、労働力不足、働き方改革への対応として注目を集
めている。民間企業に続き、職員数減少の一方で業務量
の増大・多様化に直面している地方自治体でも、導入す
る動きが出始めている。
　そこで今回は、公務職場において、RPAがどのような
業務に適用され、また業務の質を担保しつつ、いかに職
員の負担を軽減できるのかについて、探ってみたい。

公務職場の
働き方を改革する“RPA”
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特 集

自
治
体
の
職
員
数
は
年
々
減
少
傾
向
に

あ
る
一
方
、
業
務
量
は
増
加
傾
向
に
あ
る
。

さ
ら
に
は
働
き
方
改
革
の
推
進
に
よ
り
、

限
ら
れ
た
時
間
の
中
で
成
果
を
出
す
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
の
よ

う
な
状
況
に
お
い
て
、
職
員
の
負
担
軽
減

と
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
両
立
さ
せ
る
た

め
の
手
段
と
な
り
う
る
の
が
R
P
A
で

あ
る
。
本
稿
で
は
、
R
P
A
の
基
礎
か
ら

導
入
の
際
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
解
説
す

る
。

1
　「 

R
P
A 

」と
は
何
か

◆�
R
P
A
の
定
義
、R
P
A
で
で
き
る
こ
と

R
P
A
（R

ob
otic P

rocess 
A

utom
ation

）
と
は
、「
こ
れ
ま
で
人
間

の
み
が
対
応
可
能
と
想
定
さ
れ
て
い
た
作

業
、
も
し
く
は
よ
り
高
度
な
作
業
を
人
間

に
代
わ
っ
て
実
施
で
き
る
ル
ー
ル
エ
ン
ジ

ン
や
A
I
、
機
械
学
習
等
を
含
む
認
知

技
術
を
活
用
し
た
業
務
を
代
行
・
代
替
す

る
取
り
組
み
」
と
定
義
さ
れ
て
い
る
＊1
。

簡
単
に
い
え
ば
、
本
来
、
人
間
が
行
っ
て

い
た
定
型
作
業
を
代
替
し
て
く
れ
る
ツ
ー

ル
の
こ
と
を
指
す
。

た
と
え
ば
、
R
P
A
に
よ
っ
て
以
下
の

よ
う
な
業
務
の
自
動
化
が
可
能
で
あ
る
。

■
入
力
業
務
：
シ
ス
テ
ム
へ
の
デ
ー
タ
入
力

■�

登
録
業
務
：
フ
ァ
イ
ル
を
W
e
b
シ

ス
テ
ム
へ
定
期
的
に
ア
ッ
プ
ロ
ー
ド

■�

情
報
収
集
：
定
期
的
に
特
定
の
サ
イ
ト

の
特
定
の
情
報
を
収
集

■�

審
査
：
2
つ
の
フ
ァ
イ
ル
間
で
の
デ
ー

タ
の
整
合
性
確
認

■�

メ
ー
ル
送
信
：
特
定
の
対
象
者
を
抽
出

し
、
定
型
文
を
送
信

■�

資
料
作
成
：
定
期
的
に
作
成
さ
れ
る
複

数
フ
ァ
イ
ル
の
統
合

株
式
会
社
日
立
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ 

公
共
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
本
部 

シ
ニ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
　
小
林 

雅
貴

定
型
作
業
を
自
動
化
す
る
R
P
A

現
行
業
務
の
把
握
に
よ
り
効
果
的
な
導
入
を

総
論 

R
P
A
の
定
義
と
自
治
体
へ
の
導
入
ポ
イ
ン
ト

＊1�出典：一般社団法人日本RPA協会
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総論  RPAの定義と自治体への導入ポイント

◆
R
P
A
の
段
階

R
P
A
に
は
、「
判
断
力
」
や
「
自
己

学
習
機
能
」
に
よ
っ
て
3
段
階
の
進
化
が

あ
る
と
さ
れ
て
い
る
＊2
。

●
第
1
段
階 

定
型
作
業
の
自
動
化

プ
ロ
セ
ス
及
び
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
固

定
と
な
っ
て
い
る
定
型
作
業
は
、
今
ま
で

何
ら
か
の
制
約
で
人
間
が
実
施
し
て
い
た

も
の
で
も
、
P
C
上
の
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

で
あ
れ
ば
自
動
化
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

具
体
的
に
は
、
定
型
帳
票
の
O
C
R
＊3

読
み
取
り
、
異
な
る
シ
ス
テ
ム
の
画
面
や

W
e
b
、
O
A
ソ
フ
ト
上
の
デ
ー
タ
を
参

照
し
、
他
の
シ
ス
テ
ム
や
ア
プ
リ
に
エ
ン

ト
リ
す
る
な
ど
（
参
照
、
変
換
、
登
録
）

が
該
当
す
る
。

●
第
2
段
階 

一
部
非
定
型
作
業
の
自
動
化

ル
ー
ル
エ
ン
ジ
ン
に
よ
る
デ
ー
タ

チ
ェ
ッ
ク
で
、
人
間
が
判
断
し
て
い
た
業

務
情
報
処
理
が
一
定
程
度
実
現
さ
れ
る
こ

と
で
、
作
業
の
一
部
が
半
自
動
化
さ
れ
る
。

人
間
は
、
処
理
で
き
な
か
っ
た
イ
レ
ギ
ュ

ラ
ー
な
処
理
だ
け
に
専
念
で
き
、
業
務
効

率
が
ア
ッ
プ
す
る
。

具
体
的
に
は
、
一
部
非
定
型
帳
票
の

O
C
R
読
み
取
り
。
ビ
ジ
ネ
ス
規
則
を

ル
ー
ル
化
し
て
の
デ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
、
各

デ
ー
タ
の
単
純
な
正
誤
チ
ェ
ッ
ク
だ
け
で

な
く
、
当
該
デ
ー
タ
の
持
つ
特
性
（
住
所

の
○
○
町
1
-2
と
○
○
町
1
番
2
号

等
）、
他
項
目
と
の
関
係
性
（
続
柄
が
母

に
も
関
わ
ら
ず
、
性
別
は
男
等
）
に
基
づ

く
正
誤
チ
ェ
ッ
ク
な
ど
が
該
当
す
る
。

●
第
3
段
階 

高
度
な
自
動
化

デ
ー
タ
分
析
に
基
づ
く
A
I
学
習
お

よ
び
非
構
造
化
情
報
（
手
書
き
訂
正
や
文

字
な
ど
）
処
理
が
あ
る
程
度
実
現
さ
れ
る

こ
と
で
、
例
外
対
応
や
非
定
型
作
業
の
一

部
が
自
動
化
さ
れ
る
。
人
間
は
プ
ロ
セ
ス

改
善
や
意
思
決
定
等
の
高
度
な
業
務
に
シ

フ
ト
で
き
る
。

具
体
的
に
は
、
特
定
業
務
に
お
け
る
詳

細
審
査
（
世
帯
構
成
等
に
基
づ
く
、
所
得

制
限
の
確
認
）、
審
査
結
果
に
基
づ
く
手

当
、
徴
収
額
等
の
決
定
等
、
一
連
処
理
の

自
動
化
な
ど
が
該
当
す
る
。

現
在
自
治
体
に
お
い
て
は
、
す
で
に
第

1
段
階
の
R
P
A
導
入
の
検
討
が
本
格

化
し
て
お
り
、
さ
ら
に
一
部
で
は
第
2
段

階
の
検
討
が
始
ま
っ
て
い
る
。

2
　 

自
治
体
に
R
P
A
が
必
要
な

理
由
と
自
治
体
で
の
適
用
業
務

◆�

自
治
体
職
員
は

　
効
率
化
を
求
め
ら
れ
る
時
代
に

自
治
体
職
員
数
は
1
9
9
4
年
の

3
2
8
2
千
人
を
ピ
ー
ク
に
年
々
減
少
を

続
け
、
2
0
1
7
年
に
は
2
7
4
3
千

人
ま
で
減
少
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、

2
0
2
0
年
4
月
1
日
以
降
は
、
改
正
地

方
公
務
員
法
・
地
方
自
治
法
の
施
行
に
伴

い
、
現
在
は
「
臨
時
・
非
常
勤
職
員
」
と

し
て
雇
用
さ
れ
て
い
る
職
員
の
一
部
が
「
会

計
年
度
任
用
職
員
」
と
な
り
、
期
末
手
当

等
の
支
給
な
ど
人
件
費
の
増
加
が
予
想
さ

れ
る
た
め
、
現
在
の
臨
時
・
非
常
勤
職
員

の
雇
用
体
系
を
見
直
す
可
能
性
も
あ
る
。

そ
の
一
方
で
、
自
治
体
の
業
務
は
増
加

傾
向
に
あ
る
。
た
と
え
ば
、
住
民
の
高
齢

化
に
伴
う
高
齢
者
を
対
象
と
し
た
介
護
保

険
関
連
業
務
や
生
活
保
護
関
連
業
務
の
増

加
、
共
働
き
世
代
の
増
加
に
伴
う
保
育
関

連
業
務
の
増
加
、
番
号
制
度
導
入
に
伴
う

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
発
行
・
管
理
・

交
付
等
が
挙
げ
ら
れ
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
に
お
い
て
は
、
定
型

作
業
に
忙
殺
さ
れ
て
、
判
断
を
必
要
と
す

る
業
務
な
ど
（
い
わ
ゆ
る
本
来
業
務
）
に

集
中
で
き
な
い
ス
ト
レ
ス
や
、
定
型
作
業

自
体
に
起
因
す
る
ス
ト
レ
ス
を
抱
え
る
職

員
の
増
加
が
想
定
さ
れ
る
。
さ
ら
に
は
、

働
き
方
改
革
の
推
進
に
伴
い
、
残
業
時
間

の
上
限
規
制
や
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
等

が
義
務
づ
け
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
限
ら
れ

＊2�KPMG�Insight�2016年3月号�仮想知的労働者（Digital�Labor・RPA）が変える企業オペレーションとホワイトカラーのあり方を参考に定義。
＊3�OCR（Optical�Character�Recognition／Readerの略。光学的文字認識）とは、手書きや印刷された文字を、スキャナやデジタルカメラによって
読み取り、デジタルの文字コードに変換する技術。

◆民間企業での RPA 導入事例
　現時点では、金融機関を中心にRPAの導入事例が多い。
　ここでは、RPA のイメージをつかんでもらうための
一般的な事例として、日本生命保険相互会社の事例を
紹介する。

＜事例＞
　2014 年 12 月、日本生命保険相互会社は銀行窓販
事業部門に、RPAテクノロジーズ社（P15参照）が提
供するソフトウェアロボット「BizRobo！」を 2台導入
し、それまで人間が行っていた紙の請求書の入力業務
を代行させることにした。請求書に記載された証券記
号番号をバーコードで読み取り、社内の基幹系システ
ムから必要な情報を収集したうえで、業務システムに
請求書の情報を入力する処理をロボットにより自動化。
これまで人間の手で 1件ごとに数分を要した入力処理
が、20秒程度に短縮された。
　これらのロボットは、「日生ロボ美」と名づけられ、
2018 年 3 月末現在、同部門では合計 2種類 6 台が
26 業務を担当している。これら 6台の業務量は、社
員 20人相当に匹敵するという。
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た
時
間
の
中
で
成
果
を
出
す
こ
と
が
求
め

ら
れ
、
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
を
感
じ
る
職
員
も

多
く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。
職
員
一
人
ひ

と
り
が
よ
り
効
率
的
な
働
き
方
を
求
め
ら

れ
る
な
か
、
各
自
治
体
で
は
、
抜
本
的
な

業
務
効
率
化
施
策
の
推
進
が
必
須
と
な
っ

て
い
る
（
図
1
）。

こ
の
よ
う
な
時
代
背
景
か
ら
、
自
治
体

に
お
け
る
単
純
・
定
型
作
業
の
自
動
化
、

ロ
ボ
ッ
ト
に
よ
る
代
替
を
目
的
と
し
た

R
P
A
の
導
入
に
注
目
が
集
ま
っ
て
い

る
。
総
務
省
も
2
0
1
9
、
20
年
度
予

算
と
し
て
、
各
自
治
体
へ
の
R
P
A
導

入
に
係
る
補
助
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

◆
R
P
A
適
用
が
想
定
さ
れ
る
業
務

自
治
体
の
業
務
で
は
、
前
半
で
紹
介
し

た
入
力
作
業
、
審
査
、
報
告
資
料
作
成
等

の
定
型
作
業
も
一
定
程
度
存
在
す
る
こ
と

か
ら
、
R
P
A
と
の
親
和
性
が
高
い
。
ま

た
、
こ
れ
ら
の
業
務
が
対
象
と
す
る
住
民

の
範
囲
に
よ
っ
て
は
、
当
該
事
務
が
膨
大

な
業
務
量
と
な
る
こ
と
か
ら
、
R
P
A
の

導
入
に
よ
っ
て
大
幅
な
業
務
の
効
率
化
、

勤
務
時
間
の
削
減
が
見
込
ま
れ
る
。

R
P
A
の
適
用
が
想
定
さ
れ
る
自
治
体

の
業
務
と
し
て
、
こ
こ
で
は
、「
職
員
の

勤
怠
管
理
（
内
部
事
務
の
例
）」
と
、「
児

童
手
当
請
求
に
お
け
る
情
報
照
会
業
務
の

例
（
住
民
サ
ー
ビ
ス
業
務
の
例
）」
を
紹

介
す
る
。

▲ 　
▲ 　

▲

　
現
在
の
状
況
　

　
一
部
の
自
治
体
で
は
、
出
勤
簿
、
年
休

簿
、
超
勤
簿
な
ど
複
数
の
紙
の
帳
票
を

使
っ
て
職
員
の
勤
務
実
績
を
管
理
し
て
い

る
。
各
課
に
い
る
庶
務
担
当
者
は
紙
の
帳

票
を
も
と
に
当
月
分
の
勤
務
実
績
を
手
計

算
し
、
1
件
ず
つ
正
確
に
勤
怠
管
理
シ
ス

テ
ム
に
登
録
し
て
お
り
、
月
次
で
の
勤
怠

管
理
に
係
る
庶
務
担
当
者
の
業
務
量
は
膨

大
に
な
る
。
ま
た
、
膨
大
で
あ
る
が
ゆ
え

に
、
入
力
ミ
ス
の
発
生
も
想
定
さ
れ
る
。

　
R
P
A
導
入
後
　

　
庶
務
担
当
者
は
、
集
ま
っ
た
帳
票
類
を

O
C
R
で
読
み
取
る
。
そ
の
デ
ー
タ
を
も

と
に
R
P
A
は
適
切
な
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
に

値
を
埋
め
込
み
、
勤
怠
デ
ー
タ
を
作
成
し

て
、
勤
怠
管
理
シ
ス
テ
ム
に
登
録
す
る
。

そ
う
す
る
こ
と
で
、
庶
務
担
当
者
は
、
登

録
結
果
の
最
終
確
認
や
、
読
み
取
り
エ

ラ
ー
が
あ
っ
た
場
合
、
該
当
者
に
帳
票
を

戻
す
作
業
だ
け
で
よ
い
。

R
P
A
適
用
の
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
①

勤
怠
管
理
業
務
（
図
2
）

1人あたりの業務量

各自治体は、業務効率化施策の推進が必須！

●残業時間の規制
●有給休暇取得義務

働き方改革による

●高齢化に伴う介護保険、生活保護等の取扱件数の増加
●共働き世代の増加に伴う、保育関連業務量の増加
●新制度対応に伴う業務負荷の発生

●自治体職員数の減少
●2020年改正地方公務員法、地方自治法施行

業務量

職員数
減　少

増　加

増 加

■ 図1　 職員数の減少と業務量の増加により、職員一人あたりの負担が増加
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総論  RPAの定義と自治体への導入ポイント

メリット

現　　状

RPA 導入後

STEP1
勤怠情報を記録
職員は自身の勤務実績
を複数の帳票（紙）を
使って管理。

庶務担当者は各職員か
ら提出された帳票類
（紙）をもとに、月末に勤
務実績を手計算。

計算した各職員の勤務
実績を勤怠管理システ
ムに1件ずつ登録。

登録内容を出力し、誤
りが無いか各職員が確
認。

勤務実績　　出勤日
欠勤日　　　出張
研修　　　　週休日の振替
有給取得日   時間外勤務時間

etc..

出勤簿
年休簿

特休簿

振替簿
超勤簿

欠勤簿

職員

庶務担当者

帳票類

勤務実績

帳票類

STEP2
勤務実績を計算

STEP3
システムに登録

STEP4
内容の確認

勤務実績

勤怠管理システム

勤怠管理システム

STEP1
勤怠情報を記録
職員は自身の勤務実績
を複数の帳票（紙）を
使って管理。

STEP2
勤怠情報を読取
庶務担当者は各職員か
ら提出された帳票類
（紙）をOCRで読み取
り、データ化。

STEP3
勤怠データの作成
読み取った帳票類の
データをRPAが一元化
し、1ヶ月分の勤怠デー
タを作成。

STEP4
システムに登録
1ヶ月分の勤怠データを
RPAが勤怠管理システ
ムに入力。

出勤簿
年休簿

特休簿

振替簿
超勤簿

欠勤簿

職員

帳票類

職員

入力

確認

OCRスキャナー

帳票類

取得データ

取得データ

勤怠データ

作成

RPA

勤怠データ

勤怠管理システム

入力

RPA

・勤務実績を帳票から整理する業務をRPAで代替するため、庶務
担当者の業務負担が軽減

・勤務実績の誤登録による給与の一部未払いを防止
・勤務実績の計算ミスを防止

■ 図2　 RPA 適用のユースケース① 勤怠管理業務
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タ
を
も
と
に
R
P
A
は
、
照
会
条
件
を

自
動
で
作
成
す
る
。
そ
う
す
る
こ
と
で
、

職
員
は
、
そ
の
照
会
条
件
を
も
と
に
照
会

を
か
け
る
だ
け
で
よ
い
。
さ
ら
に
は
、返
っ

て
き
た
照
会
結
果
情
報
に
対
し
て
、

R
P
A
が
簡
単
な
一
次
審
査
を
す
る
こ
と

で
、
職
員
の
負
担
を
さ
ら
に
減
ら
す
こ
と

も
で
き
る
。

　
こ
の
情
報
照
会
業
務
は
、
児
童
手
当
だ

け
で
な
く
ほ
か
の
事
務
で
も
行
わ
れ
る
た

め
、
R
P
A
を
応
用
で
き
る
可
能
性
も
高

い
。こ

の
ほ
か
に
も
、
3
月
、
4
月
を
中
心

に
増
加
す
る
転
出
、
転
入
時
の
住
基
シ
ス

テ
ム
登
録
処
理
の
た
め
に
、
転
出
証
明
書

や
異
動
届
等
の
帳
票
類
か
ら
必
要
な
情
報

を
O
C
R
で
読
み
取
り
、
住
基
シ
ス
テ

ム
へ
自
動
登
録
す
る
業
務
や
、
職
員
の
旅

費
、
通
勤
手
当
の
審
査
業
務
に
各
種
経
路

検
索
ソ
フ
ト
等
を
活
用
し
た
R
P
A
を

導
入
す
る
こ
と
な
ど
も
考
え
ら
れ
る
。

3
　
R
P
A
の
導
入
ポ
イ
ン
ト

自
治
体
で
は
新
し
い
取
り
組
み
を
始
め

る
に
あ
た
っ
て
は
、
予
算
の
獲
得
が
必
要

と
な
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。
R
P
A
導

入
の
予
算
獲
得
の
た
め
に
は
、
業
務
量
削

減
効
果
等
の
導
入
効
果
を
明
確
に
す
る
必

要
が
あ
る
。
導
入
効
果
を
明
確
に
す
る
た

め
に
は
、
R
P
A
と
親
和
性
の
高
い
業
務

の
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
、
当
該
業
務
に
対
す
る

現
行
の
業
務
分
析
、
現
行
の
業
務
フ
ロ
ー

の
整
理
、
R
P
A
導
入
後
の
業
務
フ
ロ
ー

の
策
定
等
、
段
階
を
経
る
こ
と
が
重
要
と

考
え
る
。

R
P
A
導
入
に
あ
た
っ
て
、
考
慮
す
べ

き
ポ
イ
ン
ト
を
3
点
紹
介
す
る
。

①�

業
務
の
全
体
像
を
把
握
し
た
う
え
で
の

紙
の
帳
票
、手
書
き
文
字
の
電
子
化

自
治
体
へ
の
申
請
処
理
の
一
部
は
、
電

子
申
請
が
可
能
で
あ
る
。
特
に
、
近
年
で

は
、
子
育
て
関
連
の
手
続
き
を
中
心
に
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
利
用
し
た
電
子
申

請
処
理
が
拡
大
し
て
い
る
。
し
か
し
、
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
自
体
の
普
及
率
は

15
％
前
後
し
か
な
い
。
そ
の
た
め
、
窓
口

等
で
の
や
り
取
り
や
申
請
は
、
依
然
と
し

て
紙
を
介
す
る
も
の
が
多
く
、
自
治
体
で

の
R
P
A
の
取
り
組
み
と
し
て
「
紙
帳

票
の
電
子
化
」
が
ま
ず
挙
げ
ら
れ
る
こ
と

が
多
い
。

た
だ
し
、
こ
の
取
り
組
み
に
あ
た
っ
て

特
に
注
意
す
べ
き
点
は
、「
手
書
き
」
の

帳
票
類
が
多
い
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

手
書
き
帳
票
の
場
合
、
O
C
R
に
よ
る

漢
字
の
読
み
取
り
や
外
字
の
存
在
が
課
題

に
な
る
。
こ
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め
に

は
、
現
行
の
帳
票
様
式
の
見
直
し
、
帳
票

作
成
に
係
る
運
用
の
見
直
し
も
含
め
た
検

討
が
必
要
に
な
る
。
漢
字
の
読
み
取
り
が

必
要
な
氏
名
、
住
所
等
で
あ
れ
ば
た
と
え

ば
、
各
住
民
に
固
有
の
番
号
を
付
与
し
、

そ
れ
を
参
照
す
る
こ
と
に
よ
る
住
民
情
報

の
呼
び
出
し
や
、
郵
便
番
号
を
使
っ
た
住

所
情
報
の
呼
び
出
し
等
、
英
数
字
の
読
み

取
り
に
よ
る
デ
ー
タ
化
を
図
る
た
め
に
、

帳
票
様
式
に
こ
れ
ら
の
項
目
を
予
め
設
定

し
て
お
く
様
式
変
更
を
行
う
こ
と
が
望
ま

し
い
。
ま
た
、
氏
名
、
住
所
等
の
手
書
き

に
よ
る
運
用
が
発
生
し
な
い
よ
う
に
、
帳

票
作
成
過
程
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
項
目
を

プ
レ
印
字
す
る
よ
う
に
運
用
を
見
直
す
等

も
考
え
ら
れ
る
。

つ
ま
り
、
O
C
R
で
の
読
取
精
度
を
上

げ
る
た
め
に
、
ハ
ー
ド
面
の
性
能
向
上
に

依
存
す
る
の
で
は
な
く
、
帳
票
様
式
、
帳

票
作
成
過
程
等
の
運
用
の
見
直
し
を
図
る

必
要
が
あ
る
。

②
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
環
境
に
考
慮
し
た

　
R
P
A
の
導
入

現
在
の
自
治
体
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
環
境

は
、
番
号
制
度
施
行
に
伴
う
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
対
策
の
一
環
と
し
て
、
個
人
番
号
利

用
事
務
系
（
住
基
、
税
務
、
国
保
等
の
基

▲　
▲　

▲

　
現
在
の
状
況
　

　
こ
れ
ま
で
は
、
住
民
が
引
越
し
先
の
自

治
体
に
児
童
手
当
の
請
求
を
す
る
際
、
以

前
住
ん
で
い
た
自
治
体
で
「
課
税
証
明
書
」

を
発
行
し
て
も
ら
い
、
引
越
し
先
の
自
治

体
に
持
参
す
る
必
要
が
あ
っ
た
。

　
し
か
し
、
番
号
制
度
が
始
ま
っ
て
か
ら

は
、
住
民
は
引
越
し
先
の
自
治
体
に
請
求

書
を
提
出
す
る
だ
け
で
、
職
員
が
前
年
度

の
課
税
所
得
等
を
前
住
地
の
自
治
体
に
照

会
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、

こ
の
情
報
照
会
の
た
め
に
は
、
職
員
が
住

民
か
ら
の
聞
き
取
り
や
、
提
出
さ
れ
た
請

求
書
の
読
み
取
り
に
よ
り
、
手
作
業
で
照

会
条
件
を
作
成
す
る
必
要
が
あ
り
、
か
な

り
の
時
間
が
か
か
る
業
務
と
な
っ
て
い

る
。
特
に
、
6
月
の
現
況
届
受
付
時
期
で

あ
れ
ば
、
短
期
間
に
大
量
件
数
の
処
理
を

必
要
と
す
る
た
め
、
よ
り
時
間
が
か
か
る
。

　
R
P
A
導
入
後
　

　
担
当
者
は
、
住
民
か
ら
受
け
取
っ
た
請

求
書
を
O
C
R
で
読
み
取
る
。
そ
の
デ
ー

R
P
A
適
用
の
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
②

児
童
手
当
請
求
に
お
け
る

情
報
照
会
業
務
（
図
3
）
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総論  RPAの定義と自治体への導入ポイント

メリット

現　　状

RPA 導入後

STEP1
請求書の受付
職員は窓口に提出され
た請求書に不備等が無
いか、内容を確認。

請求書をもとに情報照
会を実施する必要のあ
る請求者か確認。

請求書をもとに1件ずつ
システム上で照会条件
を作成。

照会条件に不備等がな
いか確認し、情報照会
を実施。

職員

住民

請求書

STEP2
照会の要否を判定

STEP3
照会条件の作成

STEP4
情報照会の実施

STEP1
請求書の読取
OCRで請求書を読み取
り、照会条件に必要な
請求情報をデータ化。

STEP2
照会要否の判定
取得したデータから、
RPAが情報照会を実施
すべきかどうか判定。

STEP3
照会条件の作成
取得した請求情報の
データから、RPAが照
会条件を作成。

STEP4
情報照会の実施
照会条件を職員が確認
し、誤りが無ければ情
報照会を実施。

作成

取得データ
判定

RPA

？

来庁

手続名？
　　請求日？
　　　　住所地？

受付

請求書

受付

OCRスキャナー

照会実施
はい  ・  いいえ

職員
照会

職員

照会条件

照会条件

照会

職員

照会条件

取得データ

照会実施
はい ・ いいえ

取得データ
作成

RPA

照会条件

・誤った照会条件の作成を防止
・情報照会業務に係る工数を削減

■ 図3　 RPA 適用のユースケース② 児童手当請求における情報照会業務
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改
革
の
た
め
の
ひ
と
つ
の
ツ
ー
ル
で
あ

り
、
導
入
し
た
か
ら
と
い
っ
て
、
簡
単
に

結
果
が
現
れ
る
と
も
限
ら
な
い
。
業
務
効

率
化
、
業
務
量
削
減
効
果
を
享
受
す
る
た

め
に
は
、
R
P
A
適
用
に
主
眼
を
置
く
だ

け
で
な
く
、
業
務
運
用
の
見
直
し
等
も
行

う
こ
と
で
、
よ
り
大
き
な
効
果
が
得
ら
れ

る
。
そ
の
た
め
、
簡
単
な
業
務
へ
の

R
P
A
導
入
に
よ
る
ス
モ
ー
ル
ス
タ
ー
ト

に
加
え
て
、
全
庁
的
な
R
P
A
導
入
に

伴
う
業
務
効
率
化
を
目
指
し
、
大
規
模
な

業
務
改
革
の
推
進
も
、
同
時
並
行
で
推
進

す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

職
員
の
定
型
作
業
に
よ
る
ス
ト
レ
ス
か

ら
の
解
放
、
本
来
業
務
へ
の
集
中
に
よ
る

業
務
効
率
化
、業
務
時
間
削
減
に
向
け
て
、

業
務
全
体
を
見
渡
し
、
効
果
的
な
R
P
A

の
導
入
を
め
ざ
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

幹
系
業
務
シ
ス
テ
ム
が
稼
動
す
る
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
）、
L
G
W
A
N
接
続
系
（
人
給
、

庶
務
、
文
書
管
理
等
の
内
部
事
務
シ
ス
テ

ム
が
稼
動
す
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）、
メ
ー

ル
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
閲
覧
の
た
め
の
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
系
の
3
つ
に
分
離
さ
れ

て
い
る
。
そ
の
結
果
、こ
れ
ら
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
間
を
跨
い
だ
デ
ー
タ
連
携
は
容
易
で
は

な
い
（
図
4
）。

た
と
え
ば
、
R
P
A
の
特
徴
の
一
つ
で

あ
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
か
ら
の
情
報
収
集

に
関
し
て
い
え
ば
、
L
G
W
A
N
接
続
系

の
シ
ス
テ
ム
で
実
行
す
る
職
員
の
旅
費
申

請
審
査
事
務
に
お
い
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
接
続
系
の
各
種
経
路
検
索
サ
ー
ビ
ス
を

そ
の
ま
ま
利
用
す
る
こ
と
は
難
し
く
、
た

と
え
ば
L
G
W
A
N
接
続
系
サ
ー
バ
ー

側
へ
の
経
路
検
索
サ
ー
ビ
ス
の
ソ
フ
ト

ウ
ェ
ア
の
イ
ン
ス
ト
ー
ル
な
ど
の
対
策
が

必
要
に
な
る
。
ま
た
、
L
G
W
A
N
接
続

系
で
実
行
す
る
職
員
の
児
童
手
当
事
務
の

世
帯
所
得
判
定
の
際
に
は
、
職
員
分
の
所

得
は
L
G
W
A
N
接
続
系
の
人
事
給
与

シ
ス
テ
ム
で
確
認
可
能
で
あ
る
が
、
職
員

で
は
な
い
配
偶
者
の
所
得
に
つ
い
て
は
個

人
番
号
利
用
事
務
系
の
税
務
シ
ス
テ
ム
や

番
号
制
度
の
情
報
照
会
の
仕
組
み
で
あ
る

中
間
サ
ー
バ
ー
で
確
認
す
る
必
要
が
あ

り
、
担
当
者
は
そ
れ
ぞ
れ
の
シ
ス
テ
ム
に

接
続
で
き
る
端
末
を
行
き
来
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

そ
の
た
め
、
R
P
A
導
入
に
あ
た
っ
て

は
、
R
P
A
を
導
入
す
る
業
務
は
ど
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
環
境
を
利
用
す
る
の
か
、

各
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
環
境
に
ど
の
よ
う
な

R
P
A
ツ
ー
ル
を
設
定
す
れ
ば
、
連
携
が

う
ま
く
い
く
の
か
等
を
検
討
す
る
必
要
が

あ
る
。

③
統
括
部
門
に
よ
る
統
治

各
課
が
そ
れ
ぞ
れ
独
自
に
R
P
A
を

導
入
し
た
場
合
、
類
似
機
能
を
有
す
る

R
P
A
が
複
数
導
入
さ
れ
る
危
険
性
が

あ
る
。
ま
た
、
異
な
る
会
社
の
ツ
ー
ル
を

そ
れ
ぞ
れ
が
購
入
す
る
こ
と
で
、
ラ
イ
セ

ン
ス
費
の
コ
ス
ト
増
に
も
つ
な
が
る
等
、

デ
メ
リ
ッ
ト
が
多
い
。
R
P
A
の
全
庁
的

な
拡
大
に
向
け
て
は
、
必
ず
統
括
部
門
を

決
め
、
一
括
し
て
導
入
の
決
定
を
し
た
り
、

運
用
の
た
め
の
ル
ー
ル
を
設
け
た
り
す
る

こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

さ
ら
に
、
R
P
A
の
運
用
保
守
、
改
修

作
業
に
つ
い
て
は
、
ベ
ン
ダ
ー
へ
の
委
託

だ
け
で
な
く
、
職
員
へ
の
研
修
等
を
推
進

し
、
I
T
に
関
す
る
知
識
に
加
え
、
業
務

フ
ロ
ー
を
整
理
す
る
視
点
を
持
っ
た
人
材

を
庁
内
に
確
保
す
る
こ
と
で
、
R
P
A
の

運
用
保
守
費
を
低
減
化
す
る
よ
う
な
取
り

組
み
も
必
要
と
な
る
で
あ
ろ
う
。

4
　
お
わ
り
に

R
P
A
導
入
の
予
算
獲
得
の
た
め
に
、

ま
ず
簡
単
な
業
務
に
R
P
A
を
導
入
し

て
ス
モ
ー
ル
ス
タ
ー
ト
さ
せ
、
そ
の
効
果

を
示
し
て
全
庁
に
波
及
さ
せ
て
い
く
こ
と

も
、
ひ
と
つ
の
方
法
で
あ
る
と
考
え
ら
れ

る
。一

方
、
R
P
A
は
働
き
方
改
革
、
業
務

株式会社日立コンサルティング
公共コンサルティング本部
シニアマネージャー

小林 雅貴 （こばやし　まさたか）

2004年に日立製作所に入社し、2014年に日
立コンサルティングに転籍。自治体を中心に、
大規模システム開発や法制度改正に係る上流
工程、PMO を担当。近年は、RPA 導入や番
号制度対応にかかるコンサルテーションを行
う。社内、社外等で RPA、番号制度関連で情
報発信も行っている。

PROFILE

リ
ス
ク
分
断

個人番号
利用事務系

住基、税務、
国保等の基幹系
業務システムが
稼動する
ネットワーク

LGWAN
接続系

人給、庶務、
文書管理等の
内部事務
システムが
稼動する
ネットワーク

インターネット
接続系

情報収集
メール
ホームページ

分
離
の
徹
底

（総行情第 77号 平成 27年 12月 25日 新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化について より抜粋）

■ 図4　自治体ネットワーク環境のイメージ


